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設置計画履行状況等調査の結果等について  
（平成２７年度）  

 
１．調査の概要  
  設置計画履行状況等調査（以下「アフターケア」という。）は，大学の設置等の認可の

申請及び届出に係る手続等に関する規則（平成１８年文部科学省令第１２号）（以下「手

続規則」という。）第１４条（※１参照）に基づき，大学の設置認可時等における留意事

項及び授業科目の開設状況，教員組織の整備状況，その他の設置計画の履行状況について，

各大学からの報告を求め，書面，面接又は実地により調査を行い，各大学の教育水準の維

持・向上及びその主体的な改善・充実に資することを目的として実施するものである。  
 
 
２．調査対象  

アフターケアは，「大学設置分科会運営規則」第５条の２（※２参照）の規定に基づき，大

学設置分科会の下に置かれた「設置計画履行状況等調査委員会」（以下「調査委員会」という。）

（別添１）において，原則認可を受けた者又は届出を行った者のうち設置計画期間中にあ

る者に対し,書面調査，面接調査，実地調査のいずれか又は併用によって行っている。なお，

設置計画期間中に付された意見への対応が十分でなかった大学には，完成年度以降も設置

計画履行状況の調査を継続して行うこととしている。 

平成２７年度の調査対象の公私立大学・大学院・短期大学・高等専門学校（以下「大学

等」という。）の校数及び件数はそれぞれ４５０校７５５件であり，これらすべてについ

て書面調査を行い，併せて面接調査を実施したのは３３校３６件，実地調査を実施したの

は１８校２１件であった。 

 

                                    （件） 

 

設置 収容

定員

増 

 

計 学年進行中 完成年度後 

認可 届出 認可 届出 

書面調査 １８９ ４６３ ４５ ５３ ５ ７５５ 

 うち面接調査 ８ １０ ９ ８ １ ３６ 

 うち実地調査 １２ ３ ４ ２ ０ ２１ 

 

 

３．平成２７年度調査結果の概要 

全対象４５０校のうち，是正意見及び改善意見が付された大学等は２７０校であり，意

見が付されなかった大学等は１８０校であった。（別添２） 

 

意見が付された大学等 ２７０校 

内

訳 

是正意見が付された大学等 

（警告とされた大学を含む） 
１０校 

改善意見が付された大学等 ２６９校 

意見が付されなかった大学等 １８０校 

※1 校に是正意見と改善意見が付されている場合がある。  
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 全体としては,各大学等において設置計画が着実に履行されており，設置計画の変更があ

ったものも,相応の理由ややむを得ない事情があったものと認められる。ただし,定員の不

適切な管理や設置計画期間中の教育課程の大きな変更など,設置計画の履行という観点か

ら不適切な事例も見られた。これらの状況は,学生の教育環境の悪化を招くものであり,教

育の質の維持・向上の観点からも早急な改善が求められるものである。また，昨年度の調

査の結果「是正意見」が付されたにも関わらず，対応が十分ではなく，「設置計画の履行

の状況が著しく不適当な状態」に該当するおそれがあるものとして「警告」が付された事

例や，改善意見を付されながら対応が不十分だとして「是正意見」を付された事例も見ら

れた。 

各大学等においては,設置認可申請に係る書類,あるいは届出に係る書類は,「各大学が社

会に対して着実に実現していく構想を表したもの」であることを十分認識するとともに,

特に下記の点について適切な対応をとるように改めて強く求めたい。 

 

 ○ 入学志願者や社会からのニーズを適切に踏まえた定員設定となっていない結果とし

て，開設以来未充足が続いている状態，一方で，適切な入学者選抜が行われていない

等により，大幅に定員を超えて学生を受け入れている状態の大学など，収容定員が適

切に管理されていない大学が見られた。このような状態が継続する場合，教育環境の

悪化が懸念されることから，各大学等においては，学生や社会からのニーズを踏まえ

た適切な定員管理が求められる。  
 ○ 教育課程の大幅な変更により体系性に疑義が生じているもの，教員の変更により主

要授業科目を専任教員以外が担当しているもの等，大学設置基準等に抵触する大学も

見られた。また，教員の減少等により，資格取得に必要な実習体制が適切に行われる

か懸念されるものなど，学生に大きな影響を与えるような変更が見られた。設置計画

は確実に履行することが前提であり，仮に止むを得ない事由により教育課程や教員の

変更が生じた場合，適切に教員補充等の代替措置を講じ，教育に影響が出ないように

配慮することが求められる。  
 ○ 臨床実習，インターンシップ，海外研修等，学外における体験や研修を授業として

取り入れる事例が多くあるが，それぞれ単位認定するためには，当該研修等の教育目

標を明確にし，事前・事後の学修，実施中の指導体制，安全管理や不測の場合の連絡

体制など，十分な計画の下で行われるべきである。  
 ○ シラバスの記載内容が不十分，実習要項の記載に誤りや不明確な箇所がある等，学

生が履修する上で活用すべき種々の情報が適切に提供されていないものが見られた。

学生に対して教育等に関する情報を適切な形式で十分に提供することが必要であり，

各大学等においては，組織的にその方法を検討し取り組むことが求められる。  
 

 

なお，本調査において付される意見等の定義は以下のとおり。 

意見等の種類 定義 

留意事項 手続規則第１３条に基づき，認可を受けた者が設置計画を履行するに

当たって留意すべき事項 

改善意見 設置計画履行状況調査の結果，留意事項の履行状況等に関し，改善を

強く求める事項があり，認可を受けた者又は届出を行った者に対し

て，その改善を求める意見。 

是正意見 設置計画履行状況調査の結果，早急な是正が求められる場合，又は改

善意見を受けた後に行った設置計画履行状況調査の結果，当該改善意

見が求める事項について不履行がある場合若しくは対応が不十分な

場合において，認可を受けた者又は届出を行った者に対して，その早

急な是正を求める意見。 
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警告 設置計画履行状況調査の結果，是正意見を受けながら，その早急な是

正に向けた対応がなされていないと認められる場合に，認可を受けた

者又は届出を行った者に対して，大学，大学院，短期大学及び高等専

門学校の設置等に係る認可の基準（平成１５年文部科学省告示第４５

号）第２条第３号に規定する「設置計画の履行の状況が著しく不適当

な状態」に該当することになるおそれがある旨を伝達すること。 

 
 

４．設置計画履行状況等報告書の情報公開等  
履行状況を記載した設置計画履行状況等報告書は，社会に対する説明責任を果たす意味

で大学として積極的に公開することが求められる。各大学等はこの意味に鑑み，積極的に

公表いただきたい。ホームページ等を利用し公開する際，情報を必要とする者が容易に情

報を得られるよう工夫することが求められる。 

また，全ての大学が受けることを義務付けられている「認証評価」（※３参照）とアフ

ターケアの有機的な連携が図られるよう，引き続き，各認証評価機関に対して，本調査の

結果を参考資料として送付することとしたい。 

さらに，本調査の結果については，高等学校関係者にとっても有益な情報となることか

ら，今年度から新たに，都道府県の高等学校担当部署（教育委員会及び私立学校所管部局）

に対して送付することとしたい。 

 

〈参考資料〉  
 ※１ 大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等に関する規則（平成１８年３月３１日文部

科学省令第１２号）（抄）  
   第１４条 文部科学大臣は，設置計画及び留意事項の履行の状況を確認するため必要があると

認めるときは，認可を受けた者又は届出を行った者に対し，その設置計画及び留意事項の履

行の状況について報告を求め，又は調査を行うことができる。  
  
 ※２ 大学設置分科会運営規則（平成１８年４月２５日大学設置・学校法人審議会大学設置分科会決定）

（抄）  
第５条の２ 分科会に，次に掲げる事項の調査，審議又は指導及び助言等をさせるため，設置計画

履行状況等調査委員会（以下この条及び第七条第三項において「調査委員会」という。）を置く。 

一 大学設置・学校法人審議会令（昭和六十二年政令第三百二号）第五条第二号の規定により

大学設置分科会の所掌事務とされたもののうち大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手

続等に関する規則（平成十八年文部科学省令第十二号）第十四条に定める設置認可及び届出

後の設置計画及び留意事項等の履行状況についての調査等 

二 学校教育法第九十五条に基づき，同法第十五条第二項若しくは第三項の規定による命令又

は第一項の規定による勧告に関し，文部科学大臣が大学設置・学校法人審議会に諮問した事

項に関する必要な調査等 

三 前二号に規定する調査等の改善方策に係る審議 

四 設置認可及び届出後の質保証に係る審議  
  ２～９ （略） 
 

※３ 学校教育法（昭和２２年３月３１日法律第２６号）（抄）  
   第１０９条  
   １ （略）  
   ２ 大学は，前項の措置に加え，当該大学の教育研究等の総合的な状況について，政令で定め

る期間ごとに，文部科学大臣の認証を受けた者（以下「認証評価機関」という。）による評

価（以下「認証評価」という。）を受けるものとする。ただし，認証評価機関が存在しない
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場合その他特別の事由がある場合であつて，文部科学大臣の定める措置を講じているときは，

この限りでない。  
   ３ 専門職大学院を置く大学にあつては，前項に規定するもののほか，当該専門職大学院の設

置の目的に照らし，当該専門職大学院の教育課程，教員組織その他教育研究活動の状況につ

いて，政令で定める期間ごとに，認証評価を受けるものとする。ただし，当該専門職大学院

の課程に係る分野について認証評価を行う認証評価機関が存在しない場合その他特別の事由

がある場合であつて，文部科学大臣の定める措置を講じているときは，この限りでない。  

 


